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要旨 公立文化施設によって活発に行われるようになった音楽芸術分野のアウトリーチだが、実

際には実施率は 40％にも満たない。また自治体によって実施回数にもばらつきがある。実施率と

実施回数の向上が求められるが、そのためにはアーティストと文化施設職員の関係性を強化して

いく必要があることが先の調査でわかっている。そこでアーティストに焦点を絞って調査したと

ころ、アウトリーチ教育の機会は増えたものの、アーティストのキャリア教育が不十分であり、

アウトリーチに地域との繋がりを求める公立文化施設との間に齟齬があることがわかった。また、

公立文化施設側からのアーティスト起用情報の開示が不十分であることがわかった。 

キーワード：アウトリーチ、アーティスト、アウトリーチ教育、公立文化施設 

 
1 名古屋芸術大学芸術学部教授（はじめに・1・2.1・2,2,3・おわりに） 
2 名古屋芸術大学芸術学部助手・武蔵野大学大学院通信教育部人間社会研究科（2.2.1・2.2.2） 
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はじめに 
我が国の音楽芸術分野でのアウトリーチは、公立文化施設へのハコモノ行政批判をきっかけに、

全ての市民への音楽芸術経験の分配手段として 1990 年代後半ごろから注目を集めるようになっ

た。その後、2001 年に制定された文化芸術振興基本法（2017 年に文化芸術基本法に改定）や 2012

年に制定された「劇場、音楽堂等の活性化に関する法律」でアウトリーチに関連する内容が明記さ

れ、国の政策としても重要視されるようになった。 

ところが「『2019 年度 地域の公立文化施設実態調査』報告書（2020）」によると、全国の公立

文化施設のアウトリーチ実施率は 36.0%と決して高くない3。それだけではなく、自治体規模別の

実施率と実施回数が比例していないことからは、文化施設の実施頻度に差があることも推測され

る4。 

 

「『2019 年度 地域の公立文化施設実態調査』報告書」（一般財団法人地域創造 2020 P.48）から作成 

図 1  アウトリーチの自治体規模別実施率と実施回数 

しかし、これまでに愛知県内の公立文化施設を対象に行った小中学校への音楽アウトリーチの実態

調査において、アウトリーチには地域との繋がりを創出することや、文化芸術以外の分野から文化施

設に対する理解が高まるといった効果が高いと文化施設が感じていることがわかっており、全ての公

立文化施設に、いわゆる「ハコモノ行政」を脱出するためには、地域との関係性を強めるアウトリーチ

の実施率と実施頻度の向上が求められることが推察される。実現に向けた二点の課題が、先の調査で

明らかになっている。一点は、アウトリーチに関わる情報交換が可能になるように文化施設間交流の

格差を是正することである。もう一点は、文化施設職員がアウトリーチの目的や具体的な要望を率直

にアーティストに説明できるように両者の関係性の希薄さを改善することである（梶田2019) 5。 

この二点の課題のうち、本研究では、文化施設とアーティストの希薄な関係性の改善に着目し

たい。先の調査では文化施設職員の調査に比べアーティストの調査が不十分だったために、文化

 
3 「2019 年度 地域の公立文化施設実態調査報告書」によると、設置自治体による直営施設と指定管理者によ
る運営施設を合わせ、自主事業の実施率は 82.3％（1198 館、n=3442）で、その内アウトリーチを行ってい
る施設は 43.8%のため、全回答施設（3442 館）の 36.0%に当たることになる。（P.48）。 

4 年間実施回数をみると、政令指定都市では 11.0 回行われているのに比べ、5〜20 万人未満の都市では 18.1
回行われており、住民一人当たりのアウトリーチ経験回数は政令指定都市の方が低いことがわかる。つまり、
実施率だけでは見えてこない量的格差が地域間にあるということになり、それはアウトリーチを自主事業と
して行っている文化施設間の格差ということになる。 

5 アウトリーチの実施率と文化施設間の交流頻度が比例することがわかった（梶田 2019、pp.13-14）。 
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施設職員とアーティストの関係性改善に至るようなヒントが得られていないことが着目の理由で

ある。アウトリーチ以外の自主事業と組み合わせて文化施設がアーティストにアウトリーチを依

頼するケースが多いことや、近隣地域からアーティストを探すケースが多いことはわかったもの

の、仕事の授受以外の両者の関係性、つまり日ごろのコミュニケーションの実態把握までは至ら

なかった。先行研究においても全国レベルのアーティスト（一般財団法人地域創造の登録アーテ

ィスト等）を対象にした研究論文はある一方で6、地方都市で活動する若手アーティストを対象に

した研究は極めて少ない。 

そこで本研究では地方都市で活動する若手アーティストに焦点を当て、アウトリーチ教育の現

状、アウトリーチ活動を始めたきっかけや活動状況、活動に対する意識等を調査し、今後の文化施

設との関係性構築のための資料としていきたい。  

 
1. アウトリーチを取り巻く状況 
1.1. 関心の推移 

アウトリーチという用語が一般財団法人地域創造による調査研究「アウトリーチのすすめ」

（2001 年）の中で使われたのは、アウトリーチ研究においてかなり初期の頃と言って良い。そし

てほぼ同時期に、吉本（2001）により「日頃、芸術や文化に触れる機会の少ない市民や地域に対し

て働きかけ、芸術を提供していくこと」と定義され、支援される側の文化芸術から、社会を支援す

る立場へのパラダイムシフトが可能になることが予知され、アプローチの方法や実施内容、効果

などに関する研究が数多く発表された。我が国のアウトリーチは教育分野を中心に行われること

が多く、教育的観点からの芸術に対する関心の高さが示された。 

表 1  アウトリーチに関する先行研究の論文数 

 教育 
福祉 

医療 

地域 

社会 

アーティ

スト育成 
総論 その他 計 

1990 年代 １本 0 本 0 本 0 本 0 本 0 本 1 本 

2000 年〜2004 年 ２本 0 本 0 本 0 本 1 本 0 本 6 本 

2005 年〜2009 年 14 本 2 本 5 本 5 本 2 本 0 本 25 本 

2010 年〜2014 年 29 本 1 本 2 本 2 本 2 本 2 本 42 本 

2015 年〜2019 年 25 本 4 本 4 本 4 本 0 本 1 本 37 本 

計 71 本 7 本 11 本 11 本 5 本 3 本 111 本 

「公共ホールとアウトリーチ活動の未来」（一般財団法人地域創造 2019 年度 公共ホール音楽活性化 
政令指定都市アウトリーチセミナー事業発表資料）より（梶田 2019） 

 

1.2. 政策の流れ 

国の政策では、2001 年制定の文化芸術振興基本法において「第 3章 文化芸術に関する基本的施

 
6 小井塚（2014）は、一般財団法人地域創造の登録アーティストなどにヒアリングを行い、アーティストとし
ての有益性についてまとめている。 
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図 1  アウトリーチの自治体規模別実施率と実施回数 

しかし、これまでに愛知県内の公立文化施設を対象に行った小中学校への音楽アウトリーチの実態
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の実施率と実施頻度の向上が求められることが推察される。実現に向けた二点の課題が、先の調査で

明らかになっている。一点は、アウトリーチに関わる情報交換が可能になるように文化施設間交流の

格差を是正することである。もう一点は、文化施設職員がアウトリーチの目的や具体的な要望を率直

にアーティストに説明できるように両者の関係性の希薄さを改善することである（梶田2019) 5。 

この二点の課題のうち、本研究では、文化施設とアーティストの希薄な関係性の改善に着目し
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3 「2019 年度 地域の公立文化施設実態調査報告書」によると、設置自治体による直営施設と指定管理者によ
る運営施設を合わせ、自主事業の実施率は 82.3％（1198 館、n=3442）で、その内アウトリーチを行ってい
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実施率だけでは見えてこない量的格差が地域間にあるということになり、それはアウトリーチを自主事業と
して行っている文化施設間の格差ということになる。 

5 アウトリーチの実施率と文化施設間の交流頻度が比例することがわかった（梶田 2019、pp.13-14）。 
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策」の第 24 条で「学校教育における文化芸術活動の充実」が掲げられ、学校における文化芸術活

動の充実や、文化芸術団体による学校での芸術活動に対する協力の支援が明記された。この法律

を受けて出された「文化芸術の振興に関する基本的な方針」（2002 年 12 月閣議決定）では「学校

教育においては，子どもたちが優れた文化芸術に直接触れ，親しみ，創造する機会を持つことがで

きるよう，創造的な体験の機会の充実など，文化芸術に関する教育の充実を図る必要がある」と具

体的に説明された。その後の第 3次基本方針では、「文化芸術に関する体験型ワークショップを通じた

コミュニケーション教育をはじめ，学校における芸術教育を充実する」（重点戦略 3）と、アウトリーチで行わ

れることの多いワークショップに焦点を当てた表現がなされている。さらに第 4 次基本方針では、「全ての

子供や若者が，学校や地域において本物の文化芸術に触れ，豊かな感性や創造性，コミュニケーション

能力を育む機会を充実することにより，次代の文化芸術の担い手や鑑賞者を育むとともに，心豊かな子供

や若者の育成を図る」（重点戦略 2）として、子どもの成長のために文化芸術の力を活用する方向性が明

記された。 

2017 年の文化芸術基本法への改定を受けて 2018 年 3 月 6 日閣議決定された文化芸術推進基本計

画においても、「文化芸術活動に触れられる機会を、子供から高齢者まで、障害者や在留外国人な

どが生涯を通じて、あらゆる地域で容易に享受できる環境を整える」ことを促すために、「地域の

学校，非営利団体，福祉施設等の 関係機関等と連携したアウトリーチ活動」を行うように示され

ている（戦略 4）。 

国の政策では、特に学校での文化芸術活動に関して重点的に考えられているが、それを実際に

行う機関が劇場・音楽堂であるとして、2012 年に制定された「劇場、音楽堂等の活性化に関する

法律」では、基本的施策において「学校教育との連携」について「国及び地方公共団体は、学校教

育において、実演芸術を鑑賞し、又はこれに参加することができるよう、これらの機会の提供その他の必

要な施策を講ずるものとする」（第十五条）と謳っている。そしてそれを受けて出された「劇場、音楽堂等

の事業の活性化のための取り組みに関する指針」（2013 年）では、設置者または運営者について

の取組に関する事項に「普及啓発の実施に関する事項」を挙げ、「実演芸術団体等と連携・協力し，

学校を訪問して実演芸術の公演を行うなどの取組を行うこと」と、アウトリーチに相当する内容が明記され

ている。 

 

1.3. 具体的な試み 

1.3.1 一般財団法人地域創造の試み 

政策において重要視されたアウトリーチだが、文化施設内の劇場空間で行われていた舞台芸術

を学校や福祉施設で実演することは、文化施設にとっては容易なことではなかった。また、文化芸

術に関心を持たない対象者に向けた内容の考案や、学校等との細かな調整は文化施設職員にとっ

て従来の業務の範囲を超えているため、アウトリーチの実施はハードルの高い事業であった。そ
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こで 1994 年に設立された財団法人地域創造7（現在は、一般財団法人地域創造）では、設立当初か

らアウトリーチ支援が行われた。「市町村等の公共ホールに、オーディションで選ばれた演奏家と

コンサートの企画制作経験が豊富なコーディネーターを派遣し、地方公共団体等と共催でコンサ

ートとアクティビティ（アウトリーチをはじめとする演奏交流プログラム）を実施する」公共ホー

ル音楽活性化事業（通称：おんかつ）、同事業をフォローアップする公共ホール音楽活性化支援事

業（通称：おんかつ支援）、「オーディションで選考された新進演奏家を公共ホールに派遣し、地方

公共団体等と共催でコンサートとアクティビティ（アウトリーチをはじめとする演奏交流プログ

ラム）を実施」する公共ホール音楽アウトリーチ・フォーラム事業（通称：アウトリーチ・フォー

ラム）の三事業である8。これまでの総事業数は 757 事業である9。 

 

1.3.2 公立文化施設による独自の試み 

アウトリーチの実施に戸惑う公立文化施設が多い中、積極的な活動を行ってきたケースも数多

くある。先の調査（梶田 2019）では、アウトリーチを実施する文化施設のうち 90.0% の文化施設

が「自主事業の出演者に依頼する」としており、この結果から、自主事業を活発に行っている文化

施設では、必然的にアウトリーチも活発であることが推察できる。例えば、武豊町民会館では、全

国的に知名度の高いアーティストを起用した自主事業として「清塚信也ピアノリサイタル」を行

った際に、事前に町内の小学校全 4校に対し 14 回のアウトリーチを 5日間にわたって行っている

（梶田 2016）。 

また、アーティストを公立文化施設の立地する「市内（市区町村内）から探す」文化施設は 45.0%

となっており、近隣に在住するアーティストとの関係性が構築されている文化施設では、アウト

リーチを実施しやすいことが推察できる。例えば、長久手市文化の家では、長久手市内にある愛知

県立芸術大学や、授業や公演事業を通して交流のある名古屋芸術大学、名古屋音楽大学の卒業生

の中から、職員がアウトリーチに向いていると判断し、尚且つ長久手市周辺に在住するアーティ

ストを、自主事業に必要な分野別（音楽、美術、舞踊、演劇、広報）で雇用し（年間契約、任期 3

年）、アウトリーチ事業を行っている10。アーティスト登録制度の整備率とアウトリーチの実施率

にある程度の相関性が読み取れることからも、文化施設の近隣に在住のアーティストとの関係性

は重要であることが窺える（図 2）。 

 
7 「文化・芸術の振興による創造性豊かな地域づくりを目的」として「地域における文化・芸術活動を担う人
材の育成」や「公立文化施設の活性化を図るための各種支援事業（音楽・ダンス・演劇・邦楽・美術・助成）」
などを展開するために、基礎自治体の出捐によって設立された。 

8 公共ホール音楽活性化事業は 1998 年、公共ホール音楽活性化支援事業は 2005 年、公共ホール音楽アウトリ
ーチ・フォーラム事業は 2004 年に開始され、現在まで継続している。 

9 公共ホール音楽活性化事業は 1998 年に始まり 379 事業、公共ホール音楽活性化支援事業は 2005 年から始ま

り 375 事業、公共ホール音楽活性化アウトリーチ・フォーラム事業は 2005 年から始まり 30 事業である。い

ずれも2020年度末時点。データは、一般財団法人地域創造ウェブサイトから算出。 https://www.jafra.or.jp

（2021 年 4 月 18 日確認） 
10 長久手市文化の家のアウトリーチ事業「であーと」は、2005 年から継続的に行われている。当初は中学校 1
年生対象だった事業は、今では小学校 4 年生を対象にした「小学校であーと」、近年では大学を対象にしたア
ウトリーチも行っている。尚、幼児については保育園児を対象にした「文化の家においでアート」を行ってい
る。 
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策」の第 24 条で「学校教育における文化芸術活動の充実」が掲げられ、学校における文化芸術活

動の充実や、文化芸術団体による学校での芸術活動に対する協力の支援が明記された。この法律

を受けて出された「文化芸術の振興に関する基本的な方針」（2002 年 12 月閣議決定）では「学校

教育においては，子どもたちが優れた文化芸術に直接触れ，親しみ，創造する機会を持つことがで

きるよう，創造的な体験の機会の充実など，文化芸術に関する教育の充実を図る必要がある」と具

体的に説明された。その後の第 3次基本方針では、「文化芸術に関する体験型ワークショップを通じた

コミュニケーション教育をはじめ，学校における芸術教育を充実する」（重点戦略 3）と、アウトリーチで行わ

れることの多いワークショップに焦点を当てた表現がなされている。さらに第 4 次基本方針では、「全ての

子供や若者が，学校や地域において本物の文化芸術に触れ，豊かな感性や創造性，コミュニケーション

能力を育む機会を充実することにより，次代の文化芸術の担い手や鑑賞者を育むとともに，心豊かな子供

や若者の育成を図る」（重点戦略 2）として、子どもの成長のために文化芸術の力を活用する方向性が明

記された。 

2017 年の文化芸術基本法への改定を受けて 2018 年 3 月 6 日閣議決定された文化芸術推進基本計

画においても、「文化芸術活動に触れられる機会を、子供から高齢者まで、障害者や在留外国人な

どが生涯を通じて、あらゆる地域で容易に享受できる環境を整える」ことを促すために、「地域の

学校，非営利団体，福祉施設等の 関係機関等と連携したアウトリーチ活動」を行うように示され

ている（戦略 4）。 

国の政策では、特に学校での文化芸術活動に関して重点的に考えられているが、それを実際に

行う機関が劇場・音楽堂であるとして、2012 年に制定された「劇場、音楽堂等の活性化に関する

法律」では、基本的施策において「学校教育との連携」について「国及び地方公共団体は、学校教

育において、実演芸術を鑑賞し、又はこれに参加することができるよう、これらの機会の提供その他の必

要な施策を講ずるものとする」（第十五条）と謳っている。そしてそれを受けて出された「劇場、音楽堂等

の事業の活性化のための取り組みに関する指針」（2013 年）では、設置者または運営者について

の取組に関する事項に「普及啓発の実施に関する事項」を挙げ、「実演芸術団体等と連携・協力し，

学校を訪問して実演芸術の公演を行うなどの取組を行うこと」と、アウトリーチに相当する内容が明記され

ている。 

 

1.3. 具体的な試み 

1.3.1 一般財団法人地域創造の試み 

政策において重要視されたアウトリーチだが、文化施設内の劇場空間で行われていた舞台芸術

を学校や福祉施設で実演することは、文化施設にとっては容易なことではなかった。また、文化芸

術に関心を持たない対象者に向けた内容の考案や、学校等との細かな調整は文化施設職員にとっ

て従来の業務の範囲を超えているため、アウトリーチの実施はハードルの高い事業であった。そ
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「2019 年度 地域の公立文化施設実態調査」（一般財団法人地域創造 2020）から作成 

2. アーティストにまつわる動き 

2.1   アウトリーチを学ぶ機会 

2.1.1 芸術系大学におけるアウトリーチ教育 

アウトリーチは、学校や福祉施設など、文化芸術以外の分野での拠点施設で行われるため、アー

ティストにとって舞台で行われる通常の演奏活動とは異なる能力（対象者とのコミュニケーショ

ン能力、ワークショップのためのファシリテーション能力等）が求められるため、アウトリーチに

特化した教育を受ける必要がある。そこで本項では、アウトリーチが国内で盛んになり始めた 2000

年ごろからの芸術系大学におけるアウトリーチ教育について概観しておく。 

国内でアーティストに向けたアウトリーチ教育は、私立大学が先駆けて開始した。中でもとり

わけ早い時期に始めた芸術系大学は神戸女学院大学である。津上(2013)によると、神戸女学院大

学では「音楽によるアウトリーチ（講義）」を 2001 年後期に立ち上げ、翌 2002 年前期には「音楽

によるアウトリーチ（実習）」を立ち上げた。また卒業後もアウトリーチ活動に携わることができ

るようにアウトリーチ・センターも立ち上げている11。 

また、神戸女学院大学と連携して同様の活動を行なってきた昭和音楽大学は、新百合ヶ丘への

大学移転を機に、川崎市において「地域とともに育つ音楽人」の育成を目的に、学外での演奏活動

を希望する学生を対象にした講座やワークショップによる指導と実際の活動を行う「アーツ・イ

ン・コミュニティ」を発足させた。またこの活動を契機として自己のキャリア形成に活かすことを

目的に「音楽活動研究Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ」としてカリキュラム化した。 

東京音楽大学は、神戸女学院大学、昭和音楽大学との三大学連携プロジェクトで平成 21 年に文

部科学省「大学教育充実のための戦略的大学教育支援プログラム」に採択され、「音大連携による

教育イノベーション 音楽コミュニケーション・リーダー養成に向けて」を開講している。現在も

それをベースとして、神戸女学院大学と連携し、二大学の学生がテレビ中継システムを使って年

 
11 神戸女学院大学音楽学部アウトリーチ・センターが行っている「音楽によるアウトリーチ」のウェブサイト
によると、同大学では 2001 年より授業としてアウトリーチ教育に取り組んでいることや、教育によって学生
が身に見つけることのできる能力（プロデュース能力、コミュニケーション能力、マネジメント能力）などが
記載されている。そのほかに、「取り組みの概要とこれまでの経緯」の中では、カリキュラムでの科目名など
が細かに記載されている。https://www.kobe-c.ac.jp/musicdp/outreach/index.html （2021 年 4 月 18 日確
認） 

図 2 アウトリーチの実施率とアーティスト登録制度の割合 
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「音楽芸術分野のアーティストにとっての公立文化施設によるアウトリーチ活動の意味」（梶田 美香・中村 由加里） 
                                

間 10 回の授業（講義・ワークショップ）を受ける「ミュージック・コミュニケーション講座」が

開講されている。この講座では、「従来のような『演奏家』ばかりでなく、音楽について語ること

ができ、音楽を通して人々の心を結びつけることのできる『ティーチング・アーティスト』や『ワ

ークショップ・リーダー』の育成12」が行われている。名古屋芸術大学では、芸術学部芸術学科に

属する全分野（音楽・美術・デザイン・芸術教養・舞台芸術）の学生が履修することのできる全学

総合共通科目の中の横断科目「アートプロジェクト 3」においてアウトリーチを取り扱い、多様な

専門分野の履修者がチームとなって小学校向けアウトリーチの企画制作を行っている。 

日本で唯一の国立の芸術系大学である東京藝術大学では、2010 年度から音楽アウトリーチⅠ・

Ⅱを始めただけではなく、地域を対象に芸術活動を行うアート・リエゾンセンターで実際にアウ

トリーチ活動を行ったり、国内のアウトリーチのためのアーティストのオーディション情報を学

生に提供したりしている。公立大学では、愛知県立芸術大学が病院に特化したアウトリーチ「病院

アウトリーチ・プロジェクト」を、協定を締結している藤田医科大学とともに行なっている。主に

大学院博士前期課程 1 年生を対象とした「アートマネジメント 1・2」においてアウトリーチの理

論を学んだ後に、実際に病院での実践も行なっている。 

この他、先行研究では、広島文化学園大学の事例（高橋 2017）13、滋賀大学教育学部の事例14（室

町 2018）なども紹介されており、アウトリーチが日本に導入されてから 20 年余りの間に芸術系大

学や教育学部などの大学教育のカリキュラムに導入されている様子がわかる。 

芸術系大学で行われているアウトリーチ教育の多くが、卒業後に地域での活動を想定したキャ

リア形成を目的の一つとして導入されている。例えば、「音楽によるアウトリーチ」ウェブサイト

によると15、神戸女学院大学がカリキュラムの一環として「音楽によるアウトリーチ（講義）」を立

ち上げた背景には、9 割の卒業生が地域での活動が中心であるという活動実態調査結果（卒業生

2000 人を対象）がある。ステージでの演奏活動とは異なる意識やノウハウが卒業後に求められる

ことに鑑みてアウトリーチ科目が設置されたケースは、事例に挙げた芸術系大学のウェブサイト

や報告書を見る限り、神戸女学院大学だけではない。 

また教育内容は、講義によるアウトリーチの仕組みや理念、方法論の理解等と、実習による企画

制作から実技に至る体験型学習で構成されている。これらには、アウトリーチ経験の豊かなアー

ティストによる様々なプログラムの組み方や対象者とのコミュニケーションの取り方の講義、企

画制作したプログラムへの指導も含まれている。実習の際には、実習フィールドとなる施設の事

前リサーチが行われることが多く、地域や対象者に対する理解の上でのアウトリーチ実習が実践

されている。 

 
12 ミュージック・コミュニケーション講座（公式ホームページ）より 
http://www.music-communication.com/kamokugaiyou/index.html （2021 年 4 月 13 日確認） 

13 広島文化学園大学学芸学部音楽学科では、2011 年より「音楽によるアウトリーチ活動Ⅰ・Ⅱ」を開講してい
る。 

14 同大学教育学部音楽教育講座で 2005 年より行っているアウトリーチ事業は、出前コンサート、学内コンサ
ートの学外への開放、地域の学校との音楽交流などが行われているという。 

15 「音楽によるアウトリーチ」ウェブサイト https://www.kobe-c.ac.jp/musicdp/outreach/（2021 年 6 月 8日確認） 
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ン・コミュニティ」を発足させた。またこの活動を契機として自己のキャリア形成に活かすことを
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11 神戸女学院大学音楽学部アウトリーチ・センターが行っている「音楽によるアウトリーチ」のウェブサイト
によると、同大学では 2001 年より授業としてアウトリーチ教育に取り組んでいることや、教育によって学生
が身に見つけることのできる能力（プロデュース能力、コミュニケーション能力、マネジメント能力）などが
記載されている。そのほかに、「取り組みの概要とこれまでの経緯」の中では、カリキュラムでの科目名など
が細かに記載されている。https://www.kobe-c.ac.jp/musicdp/outreach/index.html （2021 年 4 月 18 日確
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2.1.2 公立文化施設によるアウトリーチ人材養成 

大学でアウトリーチ教育が行われる一方で、アウトリーチ事業を行う際に、アーティストに対

する研修を行なっている公立文化施設がある。オーディションにより演奏技術や音楽的専門知識

などを審査したのちにアウトリーチを行うアーティストとして契約し、契約後にアウトリーチ研

修を実施してから事業を始めるタイプが多いようだ。例えば、宮崎県立劇場、京都コンサートホー

ルなどがある。一方で、アウトリーチ活動そのものの周知も目的とした講座の場合は、実施施設外

の公立文化施設職員や文化行政に携わる担当者も研修の対象としている。りゅーとぴあ新潟市民

芸術文化会館などである。 

 内容は、プログラム作りやその手法、多様なアイディアの事例を学ぶ講座、実際のアウトリーチ

の見学、自らの企画の実演という構成が多い。研修を担当する講師は、一般財団法人地域創造に所

属しているコーディネーターや、アウトリーチ活動を活発に行うアーティストなどが務めたりし

ている。またワークショップコーディネーターに依頼するケースもある。その他、教育学的観点か

らの講演を講座に組み込むこともある。 

 

2.2 アーティストにとってのアウトリーチ活動の意味 

アウトリーチ導入期からアウトリーチを推進する NPO 法人「くらしに音楽プロジェクト」を事

務局長として運営している砂田によって、アーティスト教育が技術習得に偏っている実態が指摘

された（2007）。しかし 2.1 で述べたように、その後、芸術系大学でのアウトリーチ科目のカリキ

ュラム化や、文化施設でのアウトリーチ・アーティスト養成事業の実施などが進んだ。その結果、

アウトリーチを学ぶアーティストが増え、アウトリーチがアーティストの意識を社会に向けるき

っかけになっていることが小井塚（2014、2015）によって指摘された。アウトリーチ導入期と比較

するとアーティストを取り巻く教育環境は進展していると考えられる。 

しかし、インタビューによってアーティストの実態把握を試みた小井塚の研究対象は、全国的に

演奏活動を展開している著名なアーティストであり、地域で活動するアーティストの実態把握には

至っていない。公立文化施設のアウトリーチ実施率と実施回数の向上のためには、地域で活動する

アーティストによるアウトリーチが望まれるため、本項では、愛知県内の市町を中心に演奏活動を

行うアーティストを対象に、アウトリーチ活動に関する実情や意識を把握することとした。 

 

2.2.1 調査概要 

愛知県内を中心に演奏活動を行う若手アーティスト 4 人を対象に、アウトリーチとの出会い、

アウトリーチにおける意識、アウトリーチによる変化、アウトリーチに関する現在の状況につい

てインフォーマルインタビューを行った。 

尚、2020 年度は新型コロナ感染症拡大の影響によりアウトリーチの実施が困難であった状況に

鑑みて、2019 年度までの状況についてインタビューを行った。 
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表 2  アーティストへのインタビュー概要 

 楽器 年齢 実施日 
所要 

時間 
方法 

A サックス 28 2020 年 10 月 27 日 60 分 対面によるインフォーマルインタビュー 

B ピアノ 25 2021 年 4 月 8 日 60 分 オンラインによるインフォーマルインタビュー 

C ピアノ 27 2021 年 4 月 7 日 50 分 対面によるインフォーマルインタビュー 

D クラリネット 36 2020 年 10 月 20 日 75 分 対面によるインフォーマルインタビュー 

聞き手：中村由加里 

 

2.2.2 調査結果 

本調査では、アウトリーチの実施経験がある 4名のアーティストに聞き取りを行った。 
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また、アウトリーチと出会った時期は、4人のアーティストが共通して将来への漠然とした不安
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2.1.2 公立文化施設によるアウトリーチ人材養成 
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ている。またワークショップコーディネーターに依頼するケースもある。その他、教育学的観点か

らの講演を講座に組み込むこともある。 
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アウトリーチ導入期からアウトリーチを推進する NPO 法人「くらしに音楽プロジェクト」を事

務局長として運営している砂田によって、アーティスト教育が技術習得に偏っている実態が指摘

された（2007）。しかし 2.1 で述べたように、その後、芸術系大学でのアウトリーチ科目のカリキ

ュラム化や、文化施設でのアウトリーチ・アーティスト養成事業の実施などが進んだ。その結果、

アウトリーチを学ぶアーティストが増え、アウトリーチがアーティストの意識を社会に向けるき

っかけになっていることが小井塚（2014、2015）によって指摘された。アウトリーチ導入期と比較

するとアーティストを取り巻く教育環境は進展していると考えられる。 

しかし、インタビューによってアーティストの実態把握を試みた小井塚の研究対象は、全国的に

演奏活動を展開している著名なアーティストであり、地域で活動するアーティストの実態把握には

至っていない。公立文化施設のアウトリーチ実施率と実施回数の向上のためには、地域で活動する

アーティストによるアウトリーチが望まれるため、本項では、愛知県内の市町を中心に演奏活動を

行うアーティストを対象に、アウトリーチ活動に関する実情や意識を把握することとした。 

 

2.2.1 調査概要 

愛知県内を中心に演奏活動を行う若手アーティスト 4 人を対象に、アウトリーチとの出会い、

アウトリーチにおける意識、アウトリーチによる変化、アウトリーチに関する現在の状況につい

てインフォーマルインタビューを行った。 

尚、2020 年度は新型コロナ感染症拡大の影響によりアウトリーチの実施が困難であった状況に

鑑みて、2019 年度までの状況についてインタビューを行った。 
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らしたようだ。具体的には、音楽への向き合い方、相手に寄り添うことを思考する演奏法等を習得

したことによってオリジナリティを獲得し、さらにはアーティスト自身が演奏による社会貢献を

実感したことによって社会の中でのアーティストとしての社会的価値を見出し、将来への希望が

生まれたことである。 

(4) 現在の状況 

アウトリーチを実施する機会の有無については、公立文化施設のアウトリーチ事業や大学院で

の授業での関わりが継続している期間は定期的に実施の機会はあるが、関わりが途絶えると実施

の機会が極端に減ることがわかった。アーティスト自身は、「アウトリーチを実施したい」という

気持ちを強く持っているものの、その機会と場がないのが現状のようである。 

 

表 3  アウトリーチに対するアーティストの意識調査 

 アウトリーチとの出会い アウトリーチにおける意識 アウトリーチによる変化 

現在の 

状況 
きっ

かけ 

時期・ 

心理状態 
内容 

対象者への 

意識 

社会への 

意識 

アーティスト

としての 

独自性 

アーティスト

としての 

生き方 

A 

劇場

の契

約ア

ーテ

ィス

ト 

大 学 を 卒

業 し て 約

１ 年 後 に

公 立 劇 場

と 契 約 し

た。その時

期 は 音 楽

業 界 で 何

か 成 果 を

残そうと、

ア ル バ イ

ト を し な

が ら 必 死

に 演 奏 活

動 を し て

いた。 

劇場の職員

からアドバ

イスをもら

いながら、

契約１年目

は児童館で

月 1 回のア

ウトリーチ

を実施し、2

年目は小学

校 4 年生向

けアウトリ

ーチを、複

数回実施し

た。 

アウトリー

チの実践で

は、対象者か

らのダイレ

クトな反応

が得られる

ことから、そ

の場の空気

を大切にし

ながら対象

者に寄り添

うことの大

切さを知っ

た。 

公立文化施設

がアウトリー

チ事業を行う

意義を徐々に

理解していく

過程で、音楽

が社会貢献に

繋がるという

意識が芽生え

た。また、その

ような事業に

関わることで

安心感が得ら

れた。 

自分の力を全

て出し切る演

奏が、結果的に

対象者に何か

を伝えられる

という信念を

持つようにな

り、音楽家とし

てのアイデン

ティティが少

しずつ確立し

ていった。 

演奏技術で評

価されたいと

いう考え方か

ら、社会の中

で音楽家とし

て何ができる

か、どうあり

たいのかとい

う考え方への

変化があり、

社会で生きて

いくことに希

望を持つこと

ができた。 

公立文化

施設のフ

ランチャ

イズアー

ティスト

として、

月に５回

程度、福

祉施設、

病院、公

立劇場に

て実施。  

B 

大学

院の

授業 

アウトリ

ーチとい

う言葉は

知らなか

ったが、

自身の入

院の経験

から、病

院で演奏

したいと

思ってい

た。卒業

後も音楽

が続けら

れるよう

な準備を

したかっ

た。 

大学院の授

業では、保

育園や病院

で多数のア

ウトリーチ

を 経 験 し

た。その他、

福祉施設で

は、対象者

とかなりの

近距離で演

奏するアウ

トリーチを

経験した。 

対象者の理

解をするこ

とや、寄り添

う気持ちを

持つことで、

これまで以

上に対象者

の気持ちに

敏感になり、

自身の生き

方や人間性

まで見透か

されるよう

な感覚を持

った。 

アウトリーチ

で対象者に何

かを伝えるに

は、演奏技術

や音楽への理

解を深めるこ

とだけではこ

と足らず、社

会 を 知 り 、

様々なことに

興味を持つこ

とが重要だと

いう気づきが

あった。 

（演奏者とい

う）役割を演じ

るのではなく、

司会で自分の

素直な気持ち

を伝えたり、想

いを演奏にの

せたりする等、

音楽に対する

向き合い方が

変わった。ま

た、演奏に説得

力を持たせる

ため、信念を持

ちたいと思っ

た。 

アウトリーチ

によって聴き

手が変わると

いう経験が、

自分の生きて

きた道が人の

役に立ってい

るという実感

に繋がり、さ

らに人間力を

高め、人との

コミュニケー

ションを大切

にしていきた

いと感じた。 

月２回程

度、病

院、福祉

施設で実

施してい

る。やり

たい気持

ちはある

が、なか

なか依頼

がこな

い。 

C 

大学

院の

授業 

将 来 へ の

漠 然 と し

た 不 安 が

ある中、自

分 自 身 の

身 の 振 り

初めてのア

ウトリーチ

は児童館に

通う小学校

3.4 年生対

象に絵本コ

これまでは、

自分の意思

を貫く一方

的な演奏が

主だったが、

自己中心的

対象者に音楽

を知ってもら

うことではな

く、音楽を通

して人にどの

ような影響を

主役は対象者

だという意識

から、特に即興

演奏の分野で、

相手に寄り添

うような感覚

アウトリーチ

によって、実

際に対象者の

変化を実感で

きたことで、

これまでより

年間 5 回

程度、行

政や知人

からの依

頼、任意

団体での
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方、仕事の

可 能 性 に

つ い て 考

えていた。

新 規 聴 衆

の 開 拓 と

い う 言 葉

に 興 味 を

持った。 

ンサーを実

施した。そ

の後、病院

でのアウト

リ ー チ で

は、演奏者

兼プロデュ

ーサーも経

験した。 

な演奏では

なく、必ず相

手がいると

いうことが

意識の中に

植えつけら

れ、相手に寄

り添うこと

の大切さを

知った。 

与えることが

できるのかと

いうことに興

味を持った。

できることの

積み重ねが社

会のためにな

ると感じた。 

が掴めるよう

になり、演奏に

のぞむスタン

スが変わった。

また、幅広いジ

ャンルに取り

組むようにな

った。 

音楽の力を信

じ、アートで

心にプラスの

変化を与えら

れるようなア

ーティストに

なりたいと強

く感じた。 

活 動 等

で、児童

館、保育

園、福祉

施設等で

実施して

いる。 

D 

地域

の公

立文

化施

設で

のア

ウト

リー

チア

ーテ

ィス

ト育

成事

業 

卒業後、仕

事 が 十 分

になく、自

宅 に 居 場

所 が な い

辛 い 状 況

であった。

常に「生活

とお金」が

つ き ま と

っ て い た

が、音楽家

と し て 生

き て い く

と い う 意

地 が あ っ

た。 

地方のアウ

トリーチア

ーティスト

育成事業に

参加し、専

門家による

講座を受け

た後、3年間

にわたり、

地域の小学

校２年生を

対象に実施

した。 

対象者に届

けるために、

対象者理解

が重要であ

るというこ

とを強く感

じた。また、

音楽を通し

て何かを伝

えることが

できるとい

う期待が高

まった。 

アウトリーチ

に関わること

で、初めて社

会を知り、社

会とアーティ

ストの間にあ

る溝を痛感し

たが、専門家

と話したり、

実践を重ねた

り す る こ と

で、社会と関

わることがよ

り現実的とな

った。 

アウトリーチ

を通じて対象

者と共有する

一瞬が、誰かの

人生を変える

かもしれない

という思いか

ら、自分の演奏

に対する責任、

意識、芸術家と

しての意識が

高まった。 

音楽が社会貢

献であるとい

う言葉が好き

ではなかった

が、自分のや

っていること

が社会のため

になるという

自覚を持って

も良いと思え

るようになっ

た。 

年間 2 回

程度、小

学校での

アウトリ

ーチを実

施。所属

オーケス

トラでの

芸術鑑賞

会は多数

行う。 

 

2.2.3 分析結果 

本調査で得られた分析結果から、公立文化施設とアーティストの関係性だけではなく、アーテ

ィストを取り巻く環境（教育環境、経済的環境等）もアウトリーチに影響を与えていることが推測

された。細かなカテゴリー分類や課題抽出は紙幅の都合で次の機会とするが、全体的な傾向を本

調査結果の分析としてまとめておく。 

(1) アーティストのキャリア意識とアウトリーチ 

大学卒業後のアーティストは、アーティストとして身を立てることに対する積極的な意思を

持ちつつもその道筋が容易に見つからないことに不安を感じ、それだけではなく、生計を立てる

ための経済的課題が混在する状況であることがわかる。このことからは、芸術系大学におけるキ

ャリア教育の不十分さが見受けられるが、アウトリーチとの出会いがこれらに呼応する側面を

持っていることも推測される。 

(2) 音楽の社会的価値に関するアーティスト教育 

芸術系大学では演奏技術を含む芸術的価値に関する教育が中心であるため、若手アーティス

トは、アウトリーチの際に求められる対象者理解や対象者とのコミュニケーション能力、芸術の

社会的価値にまつわる思考等が未成熟である。そのため、初期のアウトリーチ経験が社会との初
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文化施設職員のアウトリーチ事業への思いとアーティストの経験や意識との間に齟齬が生じて

いることが推測される。今後は、芸術的価値と社会的価値を並行した専門教育を芸術系大学で行

い、アウトリーチ活動を始める際のアーティストの成熟度を上げていく必要がある。  
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らしたようだ。具体的には、音楽への向き合い方、相手に寄り添うことを思考する演奏法等を習得
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表 3  アウトリーチに対するアーティストの意識調査 

 アウトリーチとの出会い アウトリーチにおける意識 アウトリーチによる変化 

現在の 

状況 
きっ

かけ 

時期・ 

心理状態 
内容 

対象者への 

意識 

社会への 

意識 

アーティスト

としての 

独自性 

アーティスト

としての 

生き方 

A 

劇場

の契

約ア

ーテ

ィス

ト 

大 学 を 卒

業 し て 約

１ 年 後 に

公 立 劇 場

と 契 約 し

た。その時

期 は 音 楽

業 界 で 何

か 成 果 を

残そうと、

ア ル バ イ

ト を し な

が ら 必 死

に 演 奏 活

動 を し て

いた。 

劇場の職員

からアドバ

イスをもら

いながら、

契約１年目

は児童館で

月 1 回のア

ウトリーチ

を実施し、2

年目は小学

校 4 年生向

けアウトリ

ーチを、複

数回実施し

た。 

アウトリー

チの実践で

は、対象者か

らのダイレ

クトな反応

が得られる

ことから、そ

の場の空気

を大切にし

ながら対象

者に寄り添

うことの大

切さを知っ

た。 

公立文化施設

がアウトリー

チ事業を行う

意義を徐々に

理解していく

過程で、音楽

が社会貢献に

繋がるという

意識が芽生え

た。また、その

ような事業に

関わることで

安心感が得ら

れた。 

自分の力を全

て出し切る演

奏が、結果的に

対象者に何か

を伝えられる

という信念を

持つようにな

り、音楽家とし

てのアイデン

ティティが少

しずつ確立し

ていった。 

演奏技術で評

価されたいと

いう考え方か

ら、社会の中

で音楽家とし

て何ができる

か、どうあり

たいのかとい

う考え方への

変化があり、

社会で生きて

いくことに希

望を持つこと

ができた。 

公立文化

施設のフ

ランチャ

イズアー

ティスト

として、

月に５回

程度、福

祉施設、

病院、公

立劇場に

て実施。  

B 

大学

院の

授業 

アウトリ

ーチとい

う言葉は

知らなか

ったが、

自身の入

院の経験

から、病

院で演奏

したいと

思ってい

た。卒業

後も音楽

が続けら

れるよう

な準備を

したかっ

た。 

大学院の授

業では、保

育園や病院

で多数のア

ウトリーチ

を 経 験 し

た。その他、

福祉施設で

は、対象者

とかなりの

近距離で演

奏するアウ

トリーチを

経験した。 

対象者の理

解をするこ

とや、寄り添

う気持ちを

持つことで、

これまで以

上に対象者

の気持ちに

敏感になり、

自身の生き

方や人間性

まで見透か

されるよう

な感覚を持

った。 

アウトリーチ

で対象者に何

かを伝えるに

は、演奏技術

や音楽への理

解を深めるこ

とだけではこ

と足らず、社

会 を 知 り 、

様々なことに

興味を持つこ

とが重要だと

いう気づきが

あった。 

（演奏者とい

う）役割を演じ

るのではなく、

司会で自分の

素直な気持ち

を伝えたり、想

いを演奏にの

せたりする等、

音楽に対する

向き合い方が

変わった。ま

た、演奏に説得

力を持たせる

ため、信念を持

ちたいと思っ

た。 

アウトリーチ

によって聴き

手が変わると

いう経験が、

自分の生きて

きた道が人の

役に立ってい

るという実感

に繋がり、さ

らに人間力を

高め、人との

コミュニケー

ションを大切

にしていきた

いと感じた。 

月２回程

度、病

院、福祉

施設で実

施してい

る。やり

たい気持

ちはある

が、なか

なか依頼

がこな

い。 

C 

大学

院の

授業 

将 来 へ の

漠 然 と し

た 不 安 が

ある中、自

分 自 身 の

身 の 振 り

初めてのア

ウトリーチ

は児童館に

通う小学校

3.4 年生対

象に絵本コ

これまでは、

自分の意思

を貫く一方

的な演奏が

主だったが、

自己中心的

対象者に音楽

を知ってもら

うことではな

く、音楽を通

して人にどの

ような影響を

主役は対象者

だという意識

から、特に即興

演奏の分野で、

相手に寄り添

うような感覚

アウトリーチ

によって、実

際に対象者の

変化を実感で

きたことで、

これまでより

年間 5 回

程度、行

政や知人

からの依

頼、任意

団体での
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(3) 公立文化施設によるアーティスト起用の仕組みと基準 

アーティストは、アウトリーチ活動に対する積極的な意思を持っているにも関わらず、その機

会に十分に恵まれていないことがわかった。公立文化施設のアウトリーチ事業にとって近隣に

在住するアーティストの重要性が高いものの、起用に至る仕組みと基準をアーティスト側は認

知していない状況であることが推測されることから、公立文化施設のアウトリーチ事業に関す

る情報開示の再検討の必要性が考えられる。 

おわりに 

本研究は、先行研究（梶田 2019）の結果に基づいて、アーティストと公立文化施設職員の希薄

な関係性の改善を目指すための資料収集として、アーティストに着目した調査を行なった。その

結果、芸術系大学でのアーティストへのキャリア教育の状況、公立文化施設のアウトリーチ事業

におけるアーティストに関する情報（起用の仕組みと基準）について研究を進める必要性が感じ

られた。 

今後は、この二点についての研究を進め、アーティストと公立文化施設職員との強固な関係性

の構築に貢献したい。 
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